
  

 １．公共施設等復旧経費              １,４３５億円（１８８億円） ･･･Ａ 

  ①道路等のインフラ                     ２４５億円（ ４１億円） 

   ・上下水道施設災害復旧経費 １２８億円    ・道路災害復旧経費      ９１億円 

   ・河川施設災害復旧経費    １８億円    ・公園災害復旧経費       ５億円 外 

  ②市公共施設                      １，１９０億円（１４７億円） 

   ・熊本城災害復旧経費    ６５１億円    ・市民病院建替経費     ２２６億円 

   （※仮設見学通路の整備及び旧細川刑部邸の復旧経費等を含んだ額） 

   ・教育施設災害復旧経費   １２１億円     ・市営住宅災害復旧経費    ３９億円 

    ・文化財等災害復旧経費    ３１億円    ・公設運動施設災害復旧経費  ２３億円          

   ・廃棄物処理施設復旧経費   １２億円    ・動植物園災害復旧経費     ９億円 外   

 

 ２．被災者支援及び生活再建等関連経費          １，８７４億円（１２５億円） ･･･Ｂ 

   ・災害廃棄物処理経費    ６０９億円    ・被災者住宅支援経費     ４０８億円 

   ・宅地耐震化推進事業    ２３１億円    ・農水産業復旧支援経費    １１１億円 

    ・宅地復旧支援事業       ９２億円    ・災害公営住宅整備事業     ８６億円          

   ・震災関連人件費       ６０億円    ・社会福祉施設復旧経費     ４３億円           

   ・中長期派遣職員経費     ２６億円     ・災害関連地域防災がけ崩れ対策 １９億円 

   ・災害見舞金         １７億円    ・避難所設置関連経費      １４億円 外 

 ※（ ）内の数字は、本市の一般会計における実負担額を記載   

１  

熊本地震による財政影響試算 

※平成30年度当初予算編成時点での試算（平成28・29年度の事業費も含めた今後の見込み） 

   
 ・平成３０年度当初予算編成時点で、今後の見込みも含め想定した復旧・復興経費を積上げ。 

 ・県・市の「復興基金」を活用した事業は、平成３０年度当初予算までに予算計上した事業について、 

  今後の見込みも含め想定した経費を反映。 

１．歳出の増 

 
 ・個人市民税については、平成３１年度まで雑損控除の影響を反映し、平成３２年度以降影響がなく 

  なると見込む。また、固定資産税・都市計画税については、家屋の解体に伴う減収と家屋の新築に 

    伴う増収を反映し、平成３３年度以降影響がなくなると見込む。 

  ※法人市民税・事業所税については、平成３０年度以降（減収・減免による）影響がなくなるもの 

   と見込んでいる。 

２．歳入の減 

  １．税収の減                       ８６億円（２９億円） ･･･Ｃ 

        

  ２．使用料の減                       ３４億円（３４億円） ･･･Ｄ 

   ・熊本城使用料   ２３億円               ・動植物園使用料 ５億円 

   ・体育施設使用料   ３億円               ・市民会館使用料 ２億円  

平成30年3月 財政課 



  
  

  Ａ：公共施設等復旧経費              １，４３５億円 （１８８億円） 

  Ｂ：被災者支援及び生活再建等関連経費       １，８７４億円 （１２５億円） 

  Ｃ：税収の減                          ８６億円  （２９億円） 

  Ｄ：使用料の減                           ３４億円  （３４億円） 

   ・既に活用した財政調整基金（平成２８・２９・３０年度）     ▲５６億円     

    ・震災に伴い新たに発生した財源（特交、寄附金・宝くじ）     ▲５３億円 

   ・熊本地震分以外の収支の改善額                ▲１１０億円 

     ⇒ 本市財政への影響額（熊本地震分以外の収支改善を反映）   １５７億円 

                       （参考：昨年３月時点での試算額 １７５億円） 

 

   

 
 中長期にわたり、県・市の復興基金をはじめ、国・県等からの補助金や地方交付税措置のあ

る有利な地方債を最大限活用しながら、歳入･歳出両面において、自主財源の涵養や官民連携

の推進など、収支改善に向けた取組を進めることにより、震災による財政影響を最小化し、健

全な財政運営を続けていく。 

 

本市財政への影響額（熊本地震分以外の収支改善を反映）は１５７億円 

（本市財政への影響期間（平成３０～６１年度）で ５億円程度／年 の収支改善が必要） 

３．本市財政への影響額 

２  

熊本地震による財政影響試算（続き） 

（単位：億円）

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ32 Ｈ33 Ｈ34 Ｈ35～61 総　額

うち熊本地震分 ▲ 45 ▲ 20 ▲ 22 ▲ 10 ▲ 8 ▲ 6 ▲ 6 ▲ 150 ▲ 267

うち熊本地震分以外 46 21 23 5 10 4 1 － 110

1 1 1 ▲ 5 2 ▲ 2 ▲ 5 - -

－ 2 3 ▲ 2 0 ▲ 2 ▲ 7 - -　 累　積　収　支　（全体）

単
年
度
収
支

 　単 年 度 収 支　（全体）

４．今後の財政運営 

※各年度の収支見込み 


